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過重労働の原因を解明し、排除することが必要！

当局は、残業せざるを得ない実態があることを認識せよ！

管理監督者のコスト意識の改革を！議会・予算対応は取り決めの徹底と庁内分権の推進を！

　３月５日朝、グループウェアを開くと、スケジュール欄に「勝手に!?」、「終日ノー残業デー」と登録されていました。（確認しただけでも、１年先まで入っています。）
　また、全庁掲示板に「全庁ノー残業デーのスケジュール登録について」が掲載され、この中で「職員への更なる意識付けを行うとともに、職員一人ひとりが計画的・効率的に業務を執行できるよう、平成26年３月からグループウェアシステムのスケジュールに「全庁ノー残業デー」を登録することとしました。」としています。
　「アリバイ的ではないか」という声もありますが、何もしないより、当局が「一歩踏み出した」ことだけは一定評価してもいいと思います。
　ただし、職員は「意識がないから残業している」のではなく、せざるを得ない実態があること、その原因を排除することが必要であることを、当局は認識すべきです。
啓発すべき管理監督者の意識

これまでの交渉の中で当局は、「管理監督者の意識啓発が重要である。」と述べています。
重要なことは、「どんな意識をどのように啓発していくのか」ということです。
現在の管理監督者の意識の特徴を端的に表せば、「何かあったら困る」「念には念を入れて」です。
「不適正」経理問題以降、「羹に懲りて膾をふく」がごとき意識であり、そこには自分の指示によって、「職員が過重労働に陥るのでは？」という想像力も、コスト意識もありません。
また、管理監督者のこうした意識を受けて、職員も「上に何か言われないよう」先回りをして不必要なまでの準備をするようになってきています。
これこそが、改革すべき管理監督者の意識です。
庁内分権の推進を
　本庁職場の構造的な問題としては、議会、予算対応があります。
　議会対応は、ずいぶん以前に、「議会対応は班長(今のＧＬ)以上」と確認していますし、予算調整についても、部局への一定の権限委譲を行い、Ａ４事業等は枠配分として作業を簡素化し、財政課との調整は「時間外に及ばないよう」と確認したはずです。
　このような過去の取組みの積み重ねを、改めて徹底することが第一歩です。
　その上で、予算調整業務については、更なる部局への権限委譲を進め、多額を要する新規事業以外は財政課は関わらず、業務を熟知し、責任を持つ部局内で完結するよう庁内分権を進めるべきです。
　仕事を知らない人に説明資料を作るコストと、知らない仕事を理解するコストを削減できます。

必要最低限の人員配置を

　人員の絶対数が足りないために過重労働となり、メンタルヘルス不全で倒れる職員が、本庁だけでなく福祉職場等の出先職場でも後を絶ちません。

　製造業ではないため不明瞭ですが、毎年のように人が倒れる職場や職域は、明らかに本来配置すべき最低限の人員が不足しているということです。

当局は最低限、健康で働ける人員を確保するなど、労働安全衛生面からも雇用者責任を果たすべきです。

2014自治労県職労春季要求職場討議案③
※　討議案は、921号から連載しています。

Ⅳ　仕事を進める条件の整備について

１　人事運営の適正化

２　人事制度
３　行政システム改革及び緊急財政対策
４　福利厚生について
（１）各庁舎の食堂等については、利用する県民や職員の意見を聴き、利用者に支障が生じない見直しとすること。
（２）職員健康管理センターについては、職員にとって利用しやすいあり方を、自治労県職労との協議のうえ検討すること。

Ⅴ　雇用と年金の接続について 

１　当面の課題について

（１）当面の年金不支給期間の働き方等について、詳細を組合と協議すること。

（２）雇用期間内あるいは更新時における異動について、自治労県職労の2013年度基本要求交渉で確認したとおり、制度運用までに一定のルールを確立すること。

２　今後の制度見直しに向けて
（１）年金不支給期間については、定年延長を基本として検討すること。

　　　また、60歳以降については、職種や身体の状況等により、短時間勤務を選択できるような制度を導入するよう検討すること。

（２）年金不支給期間の段階的拡大を踏まえ、再任用制度の見直しや、定年延長を検討する場合、生活が成り立つ賃金となるよう検討すること。

（３）諸手当について、晩婚化、少子化を踏まえて、扶養手当、住居手当等の諸手当を支給するよう検討すること。

（４）一時金の支給月数について、現役と同様の支給月数とするよう検討すること。

（５）休暇制度について、現役と同様とするよう検討すること。

（６）共済制度について、短時間勤務者についても、共済加入が可能となるよう制度整備を検討すること。

Ⅵ　公正労働基準の確立について 

１　臨時的任用職員・非常勤職員・再任用職員について

（１）行政補助員制度を抜本的に見直すこと。

（２）臨時的任用職員、非常勤職員について、一方的な雇い止めを行わないこと。

（３）臨時的任用職員について、次の雇用までの間の空白期間を無くすこと。

（４）均等待遇の原則により、臨時的任用職員、非常勤職員の給与・報酬を抜本的に改善すること。

（５）臨時的任用職員の勤務した月の社会保険料を事業主である県が負担できるよう、任用期間等を改善すること。

（６）均等待遇の原則により、休暇・職免制度を常勤職員と同様に改善すること。特に臨時的任用職員、非常勤職員の療養休暇の有給化を早期に行うこと。

（７）無給休暇であることを理由に、権利である療養休暇を取得することによって、加給が削減される現状を改善すること。

（８）非常勤職員に時間外勤務が生じた場合は、時間外勤務手当相当額を支給すること。

（９）通勤にかかる実額を支給すること。

（10）常勤職員と同様に指定年齢健康診断等を実施すること。

（11）臨時的任用職員、非常勤職員、再任用職員を新たに任用する場合は、賃金・労働条件等をきちんと説明すること。

２　自治体最低賃金および公契約条例の制定について
（１）公共サービス基本法の制定を受け、その趣旨を活かすため、公契約条例を早期に制定すること。
（２）「安さ」のみを追求する競争入札から、公共サービスの質の向上や自治体政策実現に資する入札制度に改革するため、公正労働、雇用継続、障害者雇用、男女平等参画、環境への配慮、行政施策への協力実績等を踏まえた総合評価とすること。
（３）自治体業務を代行・受託する法人・企業に関して、自治体の公的責任を確保するために、入札の資格要件や委託契約の義務要件として、労働基準法、労働組合法、労働安全衛生法、パート労働法、男女雇用

機会均等法、育児介護休業法、雇用保険法、社会保険法、労働者派遣法など労働法(指針を含む)を遵守する旨の公正労働のための条項と、環境・人権・男女平等など社会貢献指標を設けること。

（４）いわゆる「競り下げ」方式の入札は行わないこと。

Ⅶ　ノーマライゼーションの推進について 

１　人事・給与制度等の改善について
（１）加齢による障害の重度化、二次障害に対応した、職、人事異動、通勤等、人事制度の確立に向けて、労使協議を行うこと。

（２）障害のある職員の60歳台の雇用・職を確立すること。

（３）高速道路料金の全額支給を含めて、実態に見合った通勤手当を支給すること。
（４）高齢者部分休業について障害を持つ職員の年齢引下げ等の緩和措置を行うこと。

（５）障害を持つ職員の人材育成、人事政策を確立すること。また、電話交換職等の現業職を含め、本人の意向を尊重した異動の機会を保障すること。

２　職場環境の整備について
（１）職場環境の整備・改善、使用機器の整備・更新に当たっては、障害を持つ当事者の意見を充分把握し、反映させること。
（２）視覚障害者が利用可能となるよう、人事給与システム、意向申告書様式、自己観察記録様式を早急に改善すること。

（３）今後、システムの導入・改善にあたっては、「情報バリアフリーガイドライン」に基づき行うよう徹底し、必要なバックアップ体制等の整備に努めること。

（４）視覚障害者のワークアシスタントについて、業務に支障が出ないような雇用形態及び条件とすること。

（５）電話交換業務を廃止又は委託することなく、視覚障害を持つ電話交換職員の職場を確保すること。
（６）混乱を生じている職場が少なくないことを踏まえ、視覚障害を持つ電話交換職員の職場への派遣職員の配置を止め、直営化にもどすこと。

（７）本庁舎駐車場の舗装を整備し、入口に車椅子用スロープや手すり等を設置すること。

（８）災害時等に安全に避難できるよう、すべての庁舎において階段の両側に手すりを設置するとともに、障害者が不安を感じないような避難方法を確保すること。

３　障害者をめぐる社会環境の整備について
知的障害者の直接雇用も含めて障害者の雇用を拡大するとともに、県庁職場におけるノーマライゼーションの実現にむけ、労使協議に基づく諸施策を積極的に推進すること。

県公務労協・交運労協春闘総決起集会

○日時：３月１０日（月）18時～

　○会場：横浜公園（横浜スタジアム横）
ビキニ・デー60年、つながろうフクシマ！
さようなら原発/神奈川集会

○日時：３月１３日（木）18時～

　○会場：かながわ労働プラザ(JR石川町駅北口徒歩3分)

フクシマを忘れない！

さようなら原発3.15脱原発集会

○日時：３月１５日（土）1３時３０分～

　○会場：日比谷公園大音楽堂






















































922号に掲載








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































